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は じ め に
かつて、貧困をもたらす原因は当の個人にあ
るのか、それとも社会にあるのかという古くて
長い議論があった。教科書的にいえばこの議論
は、貧困の主
・
たる
・ ・
原因は社会の側にあるという
ことですでに片がついて（いることになって）
いる。貧困は社会的・構造的に生み出される現
象であり、またそうであるがゆえに、そのまま
放置しておくことは（道徳的にも「社会」を維
持するうえでも）もはや容認しえない「問題」
なのだという認識が、いくつかの段階を経て広
く一般化した。この「問題」に対するひとつの
・ ・ ・ ・
総合的な解決策として「社会保障」の諸制度が、
ひいては「福祉国家」体制が確立されてきたわ
けである。
しかし近年では、様々な理由により、既存の
「福祉国家」体制が限界を迎えつつあるという
認識が一般化しており、その再編成を求める声
も次第に大きくなっている。これは、わが国も
含め多くの先進諸国に共通した傾向であり、と
くに失業の長期化・固定化にともない様々な社
会制度から「排除」される貧困者の問題は、
年々深刻化している。
こうした状況のなかで、わが国においても先
進各国においても、様々なかたちで対貧困政策
の「改革」が行われつつあるが、そこには「ワー
クフェア（workfare）」と呼ばれる一貫した動
向を見出すことができる１）。ワークフェアと
は、狭く捉えれば、所得保障や福祉サービスの
給付において就労に関する一定の努力・義務を
課す政策手法である。また、もう少し広く捉え
るならば、貧困問題の解決において 福 祉 の提
ウェル フェア
供・拡充よりも 就労 を重視する政策構想、ある
ワーク
いは風潮それ自体ということができるだろう。
しかし、こうした（少なくともわが国で進め
られているような種類の）「ワークフェア」と
いう（政策）展開は、かつて一度は片がついた
（はずの）議論の「復活」と密接に結びついて
いる。より正確にいえば、貧困を主として個人
の問題として捉える考え方が、再び大きな説得
力をもって語られるようになっているというこ
とである。貧困「問題」の解決策として、貧困
の当事者へ就業を強く求める「ワークフェア」
という方法は、その前提において、貧困の主た
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要　旨
わが国の対貧困政策の「改革」プロセスのなかに、「ワークフェア（workfare）」と呼ばれる一貫した
動向を見出すことができる。ワークフェアは、貧困に陥った主たる原因を貧困の当事者自身に求める考
え方を、その基盤においている。本稿は、貧困を「個人化」して捉える考え方を支えているいくつかの
言説に関し、そのロジックのあり方について検討したうえで、ワークフェア的対貧困政策の現状を確認
し、その帰結に関する批判的考察を行っている。
キーワード
ワークフェア、貧困の「個人化」、対貧困政策、排除
る原因を、労働する「意欲」や労働市場におい
て必要な「能力」を身につけることに失敗した
個人に求めることで初めて成り立つものである
からだ。
このように、貧困を主として個人の問題に還
元して理解する 考え方 が社会的に浸透していく
パースペクティブ
状況を、貧困の「個人化」プロセスとして把握
することができる。本稿の第一の目的は、わが
国においてそれがどの程度進行しているのかを
確認することである。そのためにまず、貧困を
個人（当事者）の問題に還元して理解する
 考え方  に一定の「土台」を与えているいくつ
パースペクティブ
かの言説に焦点を当て、そのロジックについて
検討する。そして、貧困の「個人化」プロセス
と密接なかかわりをもつ「ワークフェア」的対
貧困政策の現状を確認したうえで、それがもた
らしつつある帰結について検討を加えたい。
Ⅰ．「下流社会」論と「希望格差社会」論
ここではまず、今日における貧困の「個人
化」プロセスへ積極的に貢献しているいくつか
の言説について検討を加える。この作業を通じ
て、貧困の「個人化」を支えるロジックのあり
方を明らかにしてみたい。なお、ここで取り上
げているのは、ベストセラーとなった三浦展の
『下流社会』論と、「パラサイトシングル」論で
有名な山田昌弘の『希望格差社会』論である。
いずれも、近年盛んになっている「格差社会」
論争や「ニート」や「フリーター」をめぐる議
論のなかで提起されてきた　視　座　 であるが、
パースペクティブ
「格差」が開きつつある社会のなかで、不安定な
就労形態にある人々や仕事をしていない人々に
共通する（とされる）特徴を（うまく）表現し
た概念として、社会的に広く浸透しているもの
である。
予め確認しておくと、ここで取り上げる両者
ともに、自分たちが主たる分析対象として焦点
化した人々（とくに非正規雇用あるいは無業の
若年層）の生活状況について、直接的には「貧
困」として言及してはいない。これは、極めて
政治的ニュアンスの強い「貧困」概念の使用自
体がわが国で極端に敬遠される傾向と無関係で
はない。しかし、彼らが分析対象とした人々が
おかれた状況は、まさに「貧困」とよぶにふさ
わしい。その理由については次章で述べる。
まず「下流社会」論から。「下流（社会）」と
は三浦が自身の著作『下流社会─新たな階層集
団の出現』（２００５）のなかで提示した造語であ
る。２００４年に行った「欲求」に関する世代間
（昭和ヒトケタ、団塊、新人類、団塊ジュニア）
の比較調査の結果をもとに、今日の日本社会で
は、若年層（彼の区分で言えば主として団塊
ジュニア世代）の「下流」化が進んでいるとい
うのが彼の主張─分析である。ここでいう「下
流」化とは、単に所得が低い人々が増えている
という現象のことではない。経済的に低い階層
の人々のなかに、「コミュニケーション能力、生
活能力、働く意欲、学ぶ意欲、消費意欲、つま
り総じて人生への意欲が低い」（三浦［２００５：７］）
人々が増えつつあるという現象である。はっき
りと言及しているわけではないが、そこでは明
らかに「ニート」や「フリーター」が念頭にお
かれている。彼の言葉で言い換えれば、「自分
らしさが重要だとか言いながら、努力もせずに
ぶらぶらしている中途半端な人間」（［ibid：
２６３］）が社会的に増えている、ということであ
る。さらに、「好きなことだけしたいとか、嫌い
な仕事をしたくないという若者を「下」におい
てより増加させ、結果、低所得の若者の増加を
助長」（［ibid：１６０］）していると指摘している。
三浦の社会分析によれば、今は一昔前と違い、
社会が全体として上昇することをやめた時代で
ある。だからかつてのように社会全体が上昇気
流にあり個々人にそれほど上昇意欲がなくても
自然に上昇できた時代ではなく、上昇する意欲
と能力を持つ者だけが上昇し、それがない者は
下降していく（［ibid：８］）時代だという。この
ロジックに従うならば、一部の人々が「フリー
ター」や「ニート」として「下降」していく原
因は、その当事者たちに「意欲」や「能力」が
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足りないからということになる。
また、山田昌弘の「希望格差社会」論の主張-
分析も、基本的には三浦と同じ問題意識を共有
している。すなわち、「将来に希望をもてず、実
現不可能な夢に逃げて生きる人々」（山田
［２００４：５］）が増えているという「問題」であ
る。いわゆる「ニューエコノミー」の到来にと
もない、生活・労働の様々な領域で「リスク
化」、「二極化」が生じた結果、将来の見通しに
おける「確実さ」に格差が生じる。さらに、そ
うした差のある人々のあいだには、仕事や人生
に対する意欲の有無といった心理的格差が現れ
るという。こうした格差を、山田は「希望格差」
という言葉で表現している。
さらにそこから、将来への希望を失った人々
の多くが様々なアディクションに「はまる」よ
うになり、その最終形態として自暴自棄型の犯
罪や「ひきこもり」、自殺等の「反社会的行動」
が現れてくるという近未来の 見通し が描き出さ
ビジョン
れる。山田は、こうした、一定の人々が「不良
債権」化する傾向と、その処理に要する社会的
コストがいずれ相当高くつくことを懸念し、早
めに対策を講じなければならないという。そこ
で提出される処方箋は、「個人的対処の公共的
支援」（［ibid：２４１］）システムである。要する
にこれは、厳しい「現実」に耐えうる個人を公
共的支援によって創出しようとする試みであ
り、具体的には過大な期待をクールダウンさせ
る「職業カウンセリング」や、必要な「コミュ
ニケーション能力」を涵養する公的システムな
どに言及している。
　
ここまでの記述からもわかるように、どちら
の言説にも共通する「結論」は、現在の社会に
は、「つらさや苦しさ」に耐える力が減退し、「実
現不可能な夢」や「自分探し」に逃げ込んでし
まう人々が増大しているということと、「より
苦労の少ない」非正規の雇用労働に従事する
人々や端的に働かない者（無業者）、さらに自殺
の増加などは、その顕著な事例だということで
ある。その「理由」について、三浦は主として
「少年期の豊かな消費生活」に求め、山田はリス
ク化・二極化する社会のなかでの「将来展望の
不確実さ」に求めているが、いずれにせよ、フ
リーターやニート「問題」の所在を当事者たち
の内面的な「弱さ」に求めている点で共通して
いる。結局こうした主張─分析からは、「彼ら」
の性根を早いうちから叩き直すべきだという
「処方箋」しか出てこない。
そもそも山田や三浦の主張─分析は、いくつ
もの前提がすべてクリア（立証）されて初めて
成り立つものである。すなわち、①社会情勢は
ますます厳しくなっていること。②本気で「努
力」すれば正社員の仕事はそれなりにあること。
③だが、しかるべき努力をフリーター（やニー
ト）はしていないこと。④彼らは具体的な将来
展望（＝「希望」）を描けずに身の丈に合わな
い「夢」を追いかけていること。⑤より苦労が
・ ・ ・
少ない
・ ・ ・
フリーター（やニート）を、⑥何となく
「選んで」いること。⑦今はフリータ （ーやニー
ト）でもそれなりに生活できること。さらに暗
黙の了解として、⑧昔の人々の方が「努力家」
であった、という信念も共有されているよう
だ。しかし、これらの前提について彼らは、自
らがこれまで手がけてきた調査や、実際に接触
した人々とのやり取りをもとにした印象論や感
触に基づいて述べているだけで、何一つその
「証拠」を提示してはいない。むしろいずれも明
らかな事実誤認であり、根拠のない職業差別で
あるといいたい。今日の社会─経済体制が、ど
れだけ「フリーター」的労働者の柔軟で安価な
労働によって支えられているのか、まともに考
えた形跡すらない。
確かに、これまでのような、正社員の口を獲
得するために行われてきた「努力」が報われに
くい社会になっていることは事実であろう。と
なると当然、学校を経由して社会に出るまでの
ある時点で、正社員を目指し熾烈な競争を続け
る「努力」から「降りる」人もいるだろう。し
かし、そこから直ちに、その人々が生きる「意
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欲」までを失っている（はずだ）という「結論」
を導き出すことなどできない。それなりの「努
力」の結果として「フリーター」にならざるを
得ない人も相当いるのだという反論もできる
し、そもそも正社員になって上昇するための
「努力」だけが、望ましい「努力」のあり方な
のかどうかを問うべきであろう。要するに、正
社員になる「努力」をしない（とみなされる）
人々に対して様々なレッテルを貼り付け、貧困
のまま「放置」するか一方的に「排除」するこ
としかできない社会のあり方こそ問題なのだ。
もちろん、今日の社会において、「フリー
ター」生活に心から「甘んじて」いる人々が存
在するであろうことを完全に否定することはで
きない。仮にそれを「意欲」や「希望」の喪失
として理解するとしても、その背景にはそれま
での人生の様々な段階における困窮・疎外・排
除の経験等が複雑に影響しているだろう。とり
わけ、（山田も三浦も指摘しているように）今日
の社会は、出身階層によって辿りつく「結果」
がますます異なる社会である。であるならば本
来は、「意欲」や「希望」の格差は階級・階層
の固定化の問題として、より正確にいえば、「貧
困の再生産」の問題として捉えるべきであろう。
貧困の「個人化」とは、まさにこうして社会
的・構造的に生み出されてくる貧困という現象
を、自己統治の失敗による個人的不幸へと転化
させ、脱政治化させていく（斎藤［２００１：３６］）
プロセスに他ならない。そしてこのプロセスに
おいて、貧困の当事者たちを「アディクション」
や「犯罪」と結びつけ、道徳的な非難の根拠を
提供する三浦や山田のような言説が大きな役割
を果たしている。そして今日、これらの言説に
おいて共有されている　視　座　 は、対貧困政策の
パースペクティブ
「改革」においてもそのまま反映されるように
なっているのである。次章では、その現状につ
いて確認してみたい。
 
Ⅱ．わが国における「ワークフェア」政策の現
状
近年、「格差」の広がりが様々なかたちで問題
視されるなかで、対貧困政策の「改革」、もし
くは新たな取り組みの導入が進められている。
その中心には「ワークフェア」の理念が掲げら
れていることについてはすでに触れた。本章で
は、一連の「ワークフェア」に基づく対貧困政
策の内容を紹介したうえで、そこで貧困を「個
人化」して捉える　視　座　 がどのように反映され
パースペクティブ
ているのかについて確認する。
○「ホームレス」対策としての「ホームレス
自立支援法」
ここ１０年ほどのあいだに、貧困を主たる理由
として、公式に認められた住居をもたず公園や
駅などの「公共空間」で生活を営まざるをえな
い、いわゆる「ホームレス」の存在が、深刻な
社会問題として「クローズアップ」２）されるよう
になっている。とくに近年では、２
　
 、３０代の若
年ホームレスの数も増えつつあるという。改め
て確認することでもないが、「ホームレス」とは
極度の貧困状態に他ならない。であるがゆえ
に、本来であれば生活保護の対象となるはずだ
が、彼らは様々な理由により生活保護の利用を
実質的に
・ ・ ・ ・
制限されており、これまで事実上の無
権利状態のまま社会の片隅に放置されてきた。
またそれだけでなく、公園や駅前といった一般
「市民」の目につく公共空間からの、行政権力
による強制的「排除」が繰り返し行われてきた。
こうした傾向は今でも基本的に変化はない。
とはいえ、１９９０年代以降増え続ける一方の
「ホームレス」への対策として、２００２年に「ホー
ムレスの自立の支援等に関する特別措置法」（以
下「ホームレス自立支援法」）が、原則として
５年間の時限立法として成立し、「彼ら」の自立
に向けた政策的努力を行うべきことが規定され
た。この法律において想定されている「ホーム
レス」対策の中心にあるのは、「ホームレス」
のなかでも「自立の意思」がある（と判断され
西　村　貴　直
158
た）人々に対し、「安定した雇用の場の確保、
職業能力の開発等による就業の機会の確保、住
宅への入居の支援等による安定した居住の場所
の確保並びに健康診断、医療の提供等による保
健及び医療の確保に関する施策並びに生活に関
する相談及び指導を実施すること」（法第３条）
により、「就労による自立」を求めるという道筋
である。例えば、東京都の「自立支援事業」で
は、「緊急一時保護センター」での総合的「ア
セスメント」をもとに「自立支援センター」へ
「ホームレス」を入所させる。そこでは、宿所と
食事の提供、住民登録可能な住所と連絡先の提
供、求職活動にかかる諸経費、スーツなどの貸
与、アパート入居時の支度金の給付等の支援を
行う。利用者は、最長４ケ月間そこを生活拠点
とし、様々な支援を受けながら就職活動に取り
組み、再就職先を獲得して一定の貯蓄やアパー
トを確保した後に、退所＝「自立」を目指すと
いうプロセスが想定されている。
○生活保護制度の「改革」動向
貧困者に対する最後のセーフティネットとし
ての生活保護制度は、１９５０年に（現行）生活保
護法が成立・施行されて以降、運用上にいくつ
かの曲折があったとはいえ、基本的にはそれほ
ど大きな変更が加えられずに今日に至ってい
る。しかしその一方で、生活保護が、わが国の
貧困問題にうまく対処できていないことは繰り
返し指摘されてきた。窓口における過剰なまで
の受給者選別とそれにともなうスティグマによ
り「漏救」が発生し、必要な人に保護が行き渡っ
ていないこと、自立助長のためのケースワーク
がうまく機能せず、結果として保護の受給が長
期化していること３）などはとくに深刻な問題で
ある。要するに、今日の生活保護は「利用しに
くく自立しにくい」制度となってしまってお
り、それがもたらす弊害は、近年さらに深刻さ
の度合いを増している。
このような現状を踏まえて、２００３年に発足し
た「生活保護制度の在り方に関する専門委員
会」（以下「専門委員会」）が提出した報告に基
づき、現在いくつかの生活保護「改革」が進行
中である。この「専門委員会」が検討・提起し
た理念や改革の方向性には様々なものがある
が、そのひとつとして、「利用しやすく自立しや
すい制度への転換」をあげることができる。そ
の具体的な成果の一つとして、２００５年から「生
業扶助」のなかに「高等学校等就学費」が設け
られた。これにより、被保護世帯の子どもが将
来的に自立するための有効な手段としての「高
等学校等」への進学が、初めて実質的に保障さ
れることとなった。
また、生活保護の実施における「自立支援プ
ログラム」の導入も「専門委員会」報告の一つ
の「成果」であるといえる。「自立支援プログ
ラム」とは、これまで主として個々の職員の「努
力」や経験に依拠し、またハローワーク等の他
の行政機関との効果的な連携がとれないまま進
められてきた「ケースワーク」の現状を踏まえ、
各自治体が、本人の同意を原則としながら「被
保護者の状況や自立阻害要因について類型化を
図り、それぞれの類型ごとに取り組むべき自立
支援の具体的内容及び実施手順等を定め、これ
に基づき個々の被保護者に必要な支援を組織的
に実施」（厚生労働省［２００６：４３］）することを
政府が支援する取り組みである。
この「自立支援プログラム」は、２００５年度か
ら始まった新しい試みであり、その「評価」を
下すのは拙速に過ぎるとはいえ、後の議論のた
めに指摘しておかねばならないことがある。そ
れは、「自立」の捉え方についてである。「専門
委員会」では「自立」を、「就労」を通じた経
済的自立（「就労自立」）に限定せず、日常生活
における自立や社会生活における自立を含んだ
幅広い概念として捉えており、また「基本方針」
にもそのように記されている。しかし、実施初
年度において「就労支援プログラム」を最優先
で実施することが求められたこと、就労支援以
外の「自立」支援の実施件数が極端に少ないこ
と、そして結局、稼働年齢層に対しては就労支
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援だけ
・ ・
が先行して適用されていることが、専門
委員の一人でもあった布川（２００６）によって報
告されている。
○若年層の不安定就労・失業対策
今日のわが国において、若年層の不安定就労
あるいは失業が「深刻化」していることは周知
の事実であろう。もちろん、それがどのように
・ ・ ・ ・ ・
深刻なのかについての理解は、それを認識する
立場によって異なる。ある者は国際競争力の衰
退傾向として理解するだろうし、またある者は
それを社会不安の温床として把握するだろう。
しかし、絶対に外してはならないポイント
は、残念なことにわが国ではなかなかそのよう
に認識されないけれども、今日における若年層
の不安定就労および失業（無業）は、「貧困」
と直結している、ということである。これは、
当事者が主観的にどう思うかとは関係なく、客
観的にそうなのである。それほど難しい例を持
ち出さずとも、非正規雇用で年収２００万（月平
均１６.７万）を得ている単身の若者が、筆者の勤
務校があり一般的な地方都市である「佐世保
市」で生活しようとした場合について考えてみ
ればよい。彼（もしくは彼女）の毎月の可処分
所得は、国民年金保険料（平成１８年度：¥１３,８６０
／月）と国民健康保険料（平成１８年度：¥１３,０７０
／月）を支払った時点ですでに、１２万円をきっ
てしまう。ここからさらに、「家賃」や各種「公
共料金」を支払うことになるだろう。そうする
と今度は、OECD の設定した貧困基準４） も、勤
労控除を加えて算定した生活扶助基準（２級地
─２）をも下回ってしまう可能性さえある５）。
そのうえ、今日の経済雇用体制からすれば、
いつその収入源を失うかわからない「不安」と、
いつその状態から抜け出せるのかわからない
「不安」と常に隣り合わせである。こうした脆
弱な基盤のうえに成立している生活状況のあり
方を形容するうえで、「貧困」以外に何か適切
な言葉があるだろうか。
その一方で、若年層のこうした苛酷な現状が
なかなか社会的に顕在化しないのは、その当事
者たちが、それなりのやり方でこの現実を生き
延びているからである。具体的な方法として
は、親との同居６）や「仕送り」、社会保険料の支
払い「拒否」、様々なかたちでの 借金 などが考え
ローン
られる。要するに、若年層の「貧困」が、それ
ほど深刻な問題として現れてこないのは、その
大部分が未だ「潜在化」しているからにすぎな
い。もちろん、こうした対処法にも自ずと限界
がある。とくに親世代の蓄積が「枯渇」した後、
安定した雇用からも、家族の扶養からも、そし
て社会保障からも「排除」され、文字通りの
「貧困」状態に陥る人々が、それなりの規模で顕
在化してくることは確実であろう。
とはいえ、こうした深刻化しつつある若年層
の不安定就労および失業（無業）対策として、
２００４年に「若者の自立・挑戦のためのアクショ
ンプラン」（以下「アクションプラン」）が策定
され、そこで盛り込まれた様々な事業・施策へ
の取り組みが始まっている。具体的には、各地
に「ジョブカフェ」７） を設置したり、ハローワー
クにジョブサポーターを配置し、利用しやすく
きめ細かな就職相談・訓練・支援体制を確立す
る。企業での実地訓練と座学を組み合わせた職
業訓練（日本版デュアルシステム）を実施す
る。若年者のトライアル雇用やインターンシッ
プ採用などにより、若者の働く意欲と自信を高
めつつ段階的な常用雇用への移行を促進する。
集団合宿形式で勤労意欲や基本的な生活習慣を
身につけさせる「若者自立塾」の設置を推進す
る。人生の早い時期に勤労観や職業観を身につ
けさせるため、小学校や中学校で職場体験を実
施する、等である。
　
以上のように、今日における対貧困政策の
「改革」動向においては、制度の利用者ないし当
事者の「就労」が強調されているという意味で、
「ワークフェア」の方向性が強く打ち出されて
いるといえる。といってもそれは、 雇用の分割 
ワークシェアリング
を図ったり、稼働能力のある貧困者に対する扶
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助を創設８） したり、あるいは非正規雇用でも社
会保障に加入しやすくするといった方法で、働
く人々の生活を安定化させるという方向ではな
い。むしろその逆に、現在のわが国では、企業
がより多くの人々を雇用しやすくなるからとい
う考え方のもと、雇用の流動化（とくに非正規
雇用化）が積極的に推し進められている。ま
た、それと同時に、貧困に陥ることを防ぐセー
フティネットとして形成されてきたはずの社会
保障が、とくに非正規雇用の人々にとってはま
すます手の届かないものとなりつつある。重要
なことは、その状況が（むしろ積極的に）追認
されたうえで、今日の一連の対貧困政策は進め
られているということであり、そしてそのベク
トルが、当事者個々人の内面へと向けられてい
るということである。すなわち、不安定就労、
失業（無業）、そして貧困（ホームレスや生活
保護の受給）へと至った主たる原因を、個々の
・ ・ ・
当事者の
・ ・ ・ ・
勤労「意欲」や「能力」の欠如に求め
たうえで、それを可能な範囲で「矯正」するこ
とにより、事態の「改善」を図るという道筋が
想定されているのである。その反面、実際に貧
困状態に陥ってしまった人々や、それに極めて
近い状態にある人々に対する社会的セーフティ
ネットの拡充には、まったくといっていいほど
手がつけられていない。まさに、山田のいう
「個人的対処の公共的支援」のシステムだけが突
出したかたちで、現在の対貧困政策「改革」が
展開されつつあるのである。このように、一連
のワークフェア的政策動向のなかに、貧困の
「個人化」プロセスの展開をはっきりとしたか
たちで見てとることができるだろう。
Ⅲ．貧困者の「選別」と「排除」―ワークフェ
アの帰結
ここまでの記述からも示唆されるように、少
なくともわが国で進められている一連の「ワー
クフェア」政策は、決して多くの貧困者を「労
働者」にしようとする試みでも、まして貧困に
陥った人々を積極的に立ち直らせようとする試
みでもない。むしろ、「意欲」や「能力」のあ
る貧困者とそうでない貧困者とを何段階にもわ
たって「選別」し、その結果もたらされる「排
除」を正当化する機構となりうる可能性、また
事実そのように機能している現状について、こ
こでは注目してみたい。
例えば、前章で紹介した「アクションプラ
ン」には、若年フリーター層のなかで正社員に
・ ・ ・ ・
なりたいという
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
「意欲」および「能力」が比較
的高い層を「選別」し、その「上澄み」を掬い
取る機能以外はもたされていない。示唆的なの
は、その別名が「フリーター２０万人常用雇用化
プラン」（平成１８年度は「２５万人」）であること
である。平成１８年版の『労働経済白書』では、
平成１７年度実績で実際に２２.５万人の常用雇用を
達成したことが報告されているが、それを「成
功」と評価するかどうかは、ここではどうでも
よい問題である。重要なのは、そこで貧困のま
まに放置されてよい（何百万もの）「フリー
ター」人口が、予め想定されていることであ
る。そして、うまく正社員になれた人々の「成
功物語」は、そうなれない大部分のフリーター
の困難をさらに見えにくくするだけでなく、
「彼ら」を社会的な「余計者」として「排除」
したうえで、その「自己責任」性を強調する
（斎藤［２００１：３６］）言説をますます強化する役
割を果たすことにもなるだろう。
生活保護制度における「自立支援プログラム」
も、再起不能に近い状態になって初めて保護が
受けられるという現状の改善なしにはほとんど
機能しないだろうし、逆に、窓口での厳しい「選
別」をくぐり抜けて保護を受けている人々を、
再度「選別」する新たな機制となる可能性があ
る。実際、「就労支援プログラム」を、受給者
が稼働能力活用条件を満たしているかどうかを
テストする手段と位置づけている福祉事務所が
多いことが、布川（２００６）によって指摘されて
いる９）。また、２００６年９月８日の「毎日新聞」
では、全国知事会と全国市長会によって構成さ
れる「新たなセーフティネット検討会」が、受
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給者の早期自立を促すためとして、「就労可能」
な者を対象に生活保護を５年有期の更新制にす
ることを提言したことも報じられている。こう
した動向は、生活保護制度が、その「入り口」
だけでなく「出口」においてもますます厳しい
「選別」のシステムとなりつつあることを示して
いる。
そして、「選別」と「排除」の機制が最も明
白に（露骨に）表われているのが、「ホームレ
ス自立支援法」である。北川と戸叶（２００６）は、
「自立支援システム」利用後に再び路上生活へ
戻った人々に対する聞き取り調査をもとに、東
京都における「自立支援システム」が、ホーム
レスの人々を何重にも選別していくシステムと
なっている（極めて実態に近い）可能性につい
て検討している。そもそも、「ホームレス自立
支援法」には、「国及び地方公共団体の施策を活
用すること等により、自らの自立に努める」（第
４条）ことが規定されているわけだが、要する
に、ホームレスに直接雇用の場が保証されるわ
けではなく、あくまでも仕事を探すのは当事者
自身であることが強調されている。このことを
踏まえて、ホームレス自身が「自立支援システ
ム」の利用を決定することになるのだが、実は
ここで最初の「選別」が行われている。すなわ
ち、漠然としたイメージであれ直ちに
・ ・ ・
「自立」
したいという意思をもっているホームレスであ
るかどうかの「選別」である。当然、それ以外
のホームレスは、「自立意欲」の「喪失者」と
いう烙印とともに、福祉行政の完全な「外部」
に置かれる１０）ことになる。
しかし、自立支援システムを利用し始めてか
らも、「就労自立」という出口に到達するまでに
は数多くの「ハードル」が存在している。例え
ば、それまでのホームレス生活のなかで築いて
きた人間関係からの離脱が余儀なくされるこ
と。「自立支援システム」の中核をなす「自立
支援センター」の内部で、利用者には「就労自
立」に向けてひたすら「努力」が要求される一
方で、生活面で様々な管理の対象とされ、必ず
しも居心地がいい場所ではないこと。「期限つ
き」であるがゆえに、個々の利用者の適性や能
力に配慮した就労指導体制とはなっていないこ
と。センターに入所している「元ホームレス」
という差別・スティグマに耐えながら就職活動
を続けること、等である（北川・戸叶［２００６：
１０４８］）。これらのハードルを乗り越えること
ができた者には、労働市場に再び参入するチャ
ンスが与えられるわけであるが、乗り越えられ
なかった者、あるいは決められた期間（最長４
ケ月）に「自立」できなかった者は、「自立困
難」者とみなされる。要するに、「自立支援」
システムの全過程を通じて、いくつもの「就労
意欲」のテストが行われているようなものであ
り、その結果として「自立困難」とみなされる
ということは、自立への意思・努力が足りない
者としてふるい落とされるということである
（［ibid：１０９］）。
このように、自立支援システムが、結果とし
て労働市場へ参入するうえでの厳しい「選別」
の機構となっている一方で、（「ホームレス自立
支援法」が想定した）「自立」が「困難」とみ
なされた人々に対しては、生活保護利用の検討
も含めた「福祉的アプローチ」を活用して対処
すべきことが、各自治体に通達されている。し
かし、そのための実効的な枠組みづくりにはほ
とんど手がつけられておらず、「自立困難」とみ
なされたホームレスのほとんどが、結局は路上
に戻されているという実態も報告されている
（北川［２００５：２３３］）。ただし、ここで見過ごし
てはならないのは、ホームレスが生活保護を受
けられない状況それ自体に大きな変化がなかっ
たとしても、「自立支援」というワンクッション
がおかれたことで、ホームレスを「排除」する
福祉行政のあり方は、それまで以上に、社会的
に容認されやすくなるだろうということであ
る。何かあった場合、おそらくあちこちで聞か
れる福祉行政の言い分はこうだ。ホームレスに
対して「自立支援」という「手を差し伸べよう
とした」のだが、彼らがそれをちゃんと利用し
・
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ようとしない
・ ・ ・ ・ ・ ・
ので「仕方なかった」のだ、と。
こうした状況に注目するならば、「ホームレ
ス自立支援法」は、決して多くのホームレスに
安定した生活を保障しようとするしくみなどで
はない。逆に、この法自体が、北川のいうよう
にホームレスの実質的「排除」という「逸脱」
した生活保護行政のあり方に、法的な裏づけを
与えるために制定された（北川［２００５：２３０］）
という側面をもつことも否定できないだろう。
要するに、それまではあくまでも「イレギュ
ラー」なものであったホームレスの「排除」を
むしろ積極的に追認したうえで、それをより
「合法」なものに近づけたということなのであ
る。
Ⅳ．結びにかえて
ここまでの記述から明らかになったことは、
わが国における「ワークフェア」の内実とは、
今日において（山田が「ニューエコノミー」の
到来とよんだような）社会情勢の劇的な変化が
進むなかで、それなりの規模で貧困者が生み出
されることがなかば「不可避」なものとして捉
えられたうえで、そのなかでいくつかの条件を
クリアした（「救済に値する」）貧困者だけに再
び社会参入（「社会的包摂」）のチャンスを与え
るという政 策─方 針 であることである。
ポ リ シ ー
しかし、社会・経済の体制が変化したという
ことと、それが貧困の発生を「不可避」なもの
にするかどうかということは、経済状況によっ
て一方的に決定されるものではない。それはむ
しろ、「政治」のあり方によって決定的に左右さ
れることがらである。雇用の不安定化を進める
こと、社会的セーフティネットの守備範囲を狭
めること、それらを通じて企業の「国際競争力」
なるものを強化すること。これらはすべて、
「政治」的に決定されたことがらである。逆に
言えば、山田や三浦のような貧困を「個人化」
する言説、およびその延長線上にある「ワーク
フェア」という 政策─方針 を積極的に評価し、
ポ リ シ ー
さらに推し進めるべきとする言説が孕んでいる
最大の「問題」は、フリーターを初めとする貧
困者を構造的に拡大再生産しているのが、今日
の政治と経済の構造的な共犯関係であるという
意識の決定的な欠落（毛利［２００６：１２７］）にあ
るといえる。
貧困とは、個人的努力が欠如した結果でも個
人的不運でもなく、社会のなかにある「不正義」
の結果であること。であるがゆえに、それが政
治的な「解決」を要求しうる問題であるという
こと。こうした、かつてはごく当たり前のこと
として考えられていたはずの視点を早急に取り
戻すことが、今のわれわれには求められてい
る。
　
本稿は、２００５年度長崎国際大学社会福祉学科
共同研究「現代社会の雇用と社会保障」の研究
成果である。
註
１）もちろん，各国における「ワークフェア」の理
念や方法論に関する差異は，慎重に考慮しなけれ
ばならない．宮本（２００５）は，「ワークフェア」
には大きく分けて，福祉給付の条件として就労を
課すやり方（労働力拘束モデル）と，福祉の目的
として就労支援を行うやり方（人的資源開発モデ
ル）とがあるとしている．
２）ただし，ホームレスの人々が直面している様々
な困難に直接焦点が当てられることはほとんどな
い．ホームレス「問題」が取り上げられるのは，
公共空間の一角を（不法に）占拠している「彼ら」
と地域社会とのトラブルが起きたときや，「若者」
に襲撃される事件が起こった場合に限られてい
る．しかし，そこでホームレスを襲った「若者」
たちの「心の闇」が問題とされることはあっても，
襲撃された人がそこでホームレス生活をしていな
ければならなかった「理由」については，ほとん
どまともに取り上げられることはない．
３）例えば，岩田（２００５）を参照．
４）OECD の「貧困基準」は，その国の「全国民の
所得中央値の半分」の水準に設定されており，こ
の基準を下回る所得にある人々の比率が「貧困率」
と呼ばれる．単身世帯の場合，月１１万５千円程度
である．
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５）２０～４０歳の単身者が「２級地の２」に居住して
いる場合の生活扶助基準は，Ⅰ類費とⅡ類費をあ
わせて¥７２,４００／月である．さらに，１６.７万円を
稼いでいる場合には勤労控除として¥２８,０００程度
が加算されるため，概算で¥１００,４００となる．
６）親と同居している未婚の若者を「パラサイトシ
ングル」と名づけ，その 否定的 なイメージを社会
ネガティブ
的に喚起したのが他ならぬ山田昌弘（１９９９）だ．
７）ジョブカフェとは，若年者が雇用関連サービス
（相談，訓練，紹介）を１ケ所でまとめて受けら
れる「ワンストップサービスセンター」であり，
コーヒーを飲む感覚で気軽に立ち寄れるそうだ．
現在４６都道府県９２箇所に設置されているという．
８）例えば，イギリスにおける「所得制求職者手当」
やドイツにおける「失業手当Ⅱ」は，稼働能力の
ある生活困窮者（失業者や低賃金労働者）を対象
とした公的扶助制度である．
９）ただし，池谷（２００６）が紹介しているように，
単なる「就労自立」だけを機械的に求めるのでは
なく，様々な「自立支援プログラム」の可能性を
模索している板橋区赤塚福祉事務所のような事例
もあることは指摘しておかねばならない．
１０）しかしこのことは，単なるホームレスの「放置」
や「無関心」を意味するものではない．「ホーム
レス自立支援法」の第１１条には，「都市公園その他
の公共の用に供する施設を管理する者は，当該施
設をホームレスが起居の場所とすることによりそ
の適正な利用が妨げられているときは，ホームレ
スの自立の支援等に関する施策との連携を図りつ
つ，法令の規定に基づき，当該施設の適正な利用
を確保するために必要な措置をとるものとする」
と規定されている．この条文は，公園や駅前で
「一般市民」にとって不快な姿を晒しているホー
ムレスは問答無用で叩き出してよいという「お墨
付き」として以外に，どのように読めるだろうか．
就労「意欲」を欠く者として福祉行政の手を離れ
たホームレスを，警察行政による「取締り」の対
象へと転化させていく道筋がこの法のなかに孕ま
れている可能性に，われわれは注意しておくべき
である．
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